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Ⅰ．研究の背景と目的
　近年の介護サービスを巡っては、介護従事
者の離職率が高く、定着率は低い状況にある。
財団法人介護労働安定センターは介護労働
に関わる19,535人に「平成23年版介護労働実
態調査」を実施している。その調査によると
介護職員の離職率は17.8％であり、全産業の
平均離職率16.4％（平成21年雇用動向調査結
果）を1.4ポイント上回っている。また、現
在法人での勤続年数は、介護職員、訪問介護
員、介護支援専門員等いずれの職種とも５年
未満の割合が半数以上を占めており、早期退
職者が多く定着率の低い現状にあることがわ
かる。その原因を現場職員にたずねたところ、
勤務環境や処遇の劣悪さを答えていた。さら
に、事業所側は半数以上が人材不足を感じて
おり、また、半数近くが「良質な人材の確保
が難しい」と答えていた（財団法人介護労働
安定センター、2011）。このような現状がこ
の先続くとなると、介護支援の質と量が確保
できず、安定した継続性のあるケアの実現が
不可能となりかねない。その結果として利用
者には不利益が生じかねず、また、退職せず
に働き続ける職員の心身の負担も増す結果を
招くことにもなるだろう。
　さらに、介護保険制度が開始されてから、
医療・福祉サービスにも市場原理の広まりや
契約による事業者の責任など、介護サービス
の質を求めることと同時に事業運営上の一定
の成果も求められる時代となっている。その
為、職員の数さえ確保できれば良いというこ
とにはならない。職員の職務満足がサービス
の質を左右し、結果的には利用者の利益・満
足を高める等、質の高いサービスにつなが
り、安定した施設経営にも反映されることが
先行研究からも示唆されている。例えば、徳
永らは医療従事者を対象とした研究におい
て、職務満足感と患者満足感との関連が認め
られていることを明らかにしている（徳永ら、
1998：18−22）。神部らも、施設入居高齢者
の施設でのサービスに対する領域別満足度の
構造、および領域別満足度と総合的満足度と
の関連の大きさを明らかにすることを目的と
した調査において、対人援助専門職において
援助者の態度が要援助者の総合的満足度に最
も重要な要因となることを示唆した（神部ら、
2002：201−209）。
　しかしながら、上述してきたようにサービ
スの質を左右する職員の離職率は高く、職場
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の定着率も低いのが現状である。
　介護職員の離職意向は「職場における管理」
が高い場合には低減する事が明らかになって
いる（小木曽ら、2010：103−118）。すなわ
ち、職員のストレスをいかに緩和できるかは、
施設運営如何に係っているといえる（前川、
2006：89−112）。組織は利用者の利益・満足
を高める為にも、職員に辞めることなく、仕
事への満足感が得られるようなサポートや体
制づくりに努力し、人材育成の環境を整えて
いくことが求められている。
　では、組織が具体的に取り組むべき事項と
は何か。川原は、組織改革を実現するための
トップの役割は、自法人のビジョンを明示し、
職員に徹底的に浸透させることであると述べ
ている（川原、1999：66−70）。宮崎も、経
営が求める人材像を具体的に示し、組織内に
おける立場や役割に応じて期待される役割行
動や職務期限・責任などの期待値を明確にし、
求められる能力を具現化することが望まれる
としている（宮崎、2008：426−432）。
　このように、職員を辞めさせず、職員の質
と量の両面を確保できるように育てていくこ
とは職員の個人努力だけでは解決できない。
つまり、職員の質と量の両面を確保できるよ
うな人材育成に取り組むためには組織の努力
が必要不可欠であり、組織の責任であると
言っても過言ではない。
　しかしながら、渡部らは、介護現場で勤務
する職員の現状について、①理念の理解には
職員間で差があり実践に生かしきれていない
こと、②期待に反して上司・先輩が「やる気
を起こさせてくれる」という形でのサポート
をあまり行っていないこと、③上司や同僚に
対して、仕事の忙しさからストレスを感じて
いる傾向があることを明らかにしている（渡
部ら、2003：1−72）。さらに、中野らも、介
護現場で働く職員は、仕事全般に高い満足感
を示す一方で、労働条件以外に不満傾向を示
す者が多く、上司には性・年齢問わず不満傾
向があることを明らかにしている（中野ら、
2000：7−19）。このように、いくつかの先行
研究から現場で働く職員は、上司との関係に
ストレスを感じている事がわかる。
　これらの先行研究から、介護現場は良質な
人材の確保や職場定着を目指し、組織単位で
人材育成への取り組みが重要視されているが、
実際は効果的な取り組みを見出すことが出来
ずに悪戦苦闘していることが推察される。ま
た、そのように悪戦苦闘する管理者や上司に
対し、ストレスを感じている職員も少なくな
く、現場職員と役職職員が理解し合うことが
出来ず、悪循環を招き、効果的な人材育成の
方策を見出せていないことが示唆されている。
　利用者利益、経営利益へとつながる人材育
成は、役職職員及び運営側もしくは現場職員
の一方的な働きかけでは成立しないと考え
る。換言すると、役職職員及び運営側と現場
職員の相互関係において組織体制の枠組みの
中で、施設の理念や方針の下に人材育成を行
い、その成果が実践に反映され、利用者利益
を生み出していくことが求められる。
　本研究は、利用者利益へとつなげられる人
材育成を高齢者福祉施設という組織の中で展
開する際に組織マネジメントが及ぼす影響・
問題について検討することを目的とする。こ
の研究目的にアプローチするために、ここで
は利用者利益の指標に「おむつゼロ」に向け
た取り組みとその達成度を取り上げる。
　2004年より全国老人福祉施設協議会はおむ
つ外しの研究を行っており、研修会や取り組
みを通じ介護の専門性や質の向上を目的に、
入居者全員がトイレで排便している施設を
“おむつゼロ”と認定している。2011年度末
で、全国の特別養護老人ホーム全6374事業所
のうち道内の３事業所を含む32事業所が“お
むつゼロ”を達成している。
　本研究で利用者利益の指標に「おむつゼロ」
に向けた取り組みとその達成度を取り上げた
理由は、単におむつを外す事が利用者利益に
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なるという認識によるものではない。「おむ
つゼロ」という取り組みを通じ、利用者利益
を目指す過程において、職員の意識改革や質
を向上させていくリーダーシップや人材育成
を行う組織マネジメントが問われるためであ
る。本研究では、この「おむつゼロ」という
目標を達成した施設の職員に対するアンケー
ト調査を行い、その調査データと先行研究の
知見とを照合しつつ、高齢者福祉施設が利用
者利益へとつなげられる人材育成を展開する
為に取り組むべき組織マネジメントの実際を
検証していく。
Ⅱ．先行研究と仮説
１．先行研究
　社会福祉分野におけるリーダーシップや組
織マネジメントに関する研究は未だ少ない状
況にある。しかし、企業研究からのリーダー
シップに関する理論は数多くあり、組織マネ
ジメントに関する研究も幾つかある。以下で
は、リーダーシップや目標管理、さらに、動
機づけ理論に関する先行研究を概略的に整理
した上で、本研究における仮説を提示したい。
　リーダーシップの理論は、1940年代頃まで、
現存するリーダーを研究し、共通の資質を明
らかにしようとする特性理論から始まった。
しかし、共通の認識をつくるに至らず、1940
年代後半にはリーダーの行動に着目した行動
理論や1960年代には状況的影響に主眼をおく
条件適合理論、さらに1970年〜1980年頃は
カリスマ的リーダーシップ論や変革的リー
ダーシップ理論が登場する等、多岐に渡るよ
うになる。
　このリーダーシップについて、スタジルは
フォロワーがいなければ、リーダーは存在し
ないとしている。つまり、フォロワーシップ
がリーダーシップに対応して、それを受け入
れることが不可欠の前提であり、リーダー
シップはフォロワーシップとの対応関係で理
解されるとしている。よって、フォロワー
あってのリーダーであり、フォロワーがいな
ければリーダーシップはありえないとしてい
る（Stogdill=1999：168−169）。
　その他にも、リーダーシップの行動理論の
中で数多くの文献で引用・参照されているの
は、オハイオ大学研究やミシガン大学研究で
ある。しかしながら、この２つの研究結果の
次元だけではリーダーシップ機能の全体を把
握できないとして、バウアとシーショアは、
オハイオ大学研究とミシガン大学研究の類似
性や、これら２つ以外の残余の行動部分にも
注目しながらリーダーシップ機能の４次元説
を提起した。つまりそれは、①支持（メン
バーが個々自らの価値や個人的な目的を支え
るような行動）、②相互作用の促進（メンバー
相互に親しい関係を作り上げるような行動）、
③目標達成の強調（全体の目標を達成するた
めの行動）、④仕事の促進（目標達成を支え
るようなプランニングや資源の提供、情報の
分配）である。なお、前二者が人間関係中心、
後二者が仕事中心である（Bower&Seashore
＝1999：170−171）。
　では、このようなリーダーシップの理論等
を役職職員がどう実践に結びつけるかが重要
となってくるが、その１つに、目標による管
理（MBO：Management by Objective） が
ある。高木によると、目標による管理は、目
に見える形の、達成可能な、測定できる目標
を設定することを強調する。目標による管理
の魅力は、組織全体の目標を組織の単位部門
や個々のメンバー向けの特定の目標に置き換
えることを強調しているところにある。組織
全体の目標はそれぞれに受け継がれるレベ
ル、つまり、部門、課、個人ごとの特定目標
に置き換えられている。しかし、下位部門
のマネジャーも自身の目標設定に参加するの
で、この目標管理（MBO）はトップダウン
だけでなく、ボトムアップにもなる。個人が
すべてそれぞれの目標を達成すれば、その人
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たちの所属する部門の目標が達成され、組織
全体の目標が現実のものとなる見込みが生ま
れる。この目標管理（MBO）には共通する
４つの要素がある。それは、目に見える測定
や評価ができる具体的な「目標の限定」、次
に目標は上司と部下が一緒に目標を選択し、
その測定の仕方についても合意するという
「参加型の政策決定」、そして目標を完了すべ
き「明白な期間の設定」、最後に進捗状況や
公式の定期的な管理面の評価も加えられた
「業績のフィードバック」である（スティー
ブンP.ロビンス＝2012：104−107）。
　このような、リーダーシップや目標管理等
により、仕事への動機づけが促進され、組織
の成果につなげていくことが可能になる。で
は、リーダーシップや目標管理等によって仕
事のどの部分が動機づけされることにより、
職員はやる気に導かれるのだろうか。
　武居によると、動機づけ理論として代表的
なのはマズローの欲求五段階論やマクレガー
の提唱したＸ理論とＹ理論、ハーズバーグの
動機づけ要因・衛生要因理論等がある（武居、
2010：159）。その中で動機づけ要因・衛生要
因理論は、人間が働く場合に、環境に対する
欲求と、仕事そのものに対する欲求の２つが
あるとし、前者は不満足を与える要因、「衛
生要因（ハイジーン・ファクター）」として「会
社の政策と経営」、「監督技術」、「給与」、「上
司との関係」、「作業条件」等をあげ、後者を
積極的に満足を与える要因、「動機づけ要因
（モティベーター）」として「達成」、「承認」、
「仕事そのもの」、「責任」、「昇進」等をあげた。
動機づけ要因である満足要因と衛生要因であ
る不満足要因は同一線上にはなく、いくら不
満足の解消に努めても決して満足な状態には
ならないこと、つまり、積極的な満足のため
には、動機づけ要因による動機づけが重要で
あることを主張し、動機づけ要因の実現、す
なわち職員に対する精神的成長もしくは自己
実現欲求充足の場を与えることの必要性を説
いた（武居、2010：159）。
２．研究仮説
　介護職の「離職率の高さ」には、「労働条
件以外の要因」が関係している。それは例え
ば、仕事の「やりがい」や「達成感」･「専
門職としての技術向上の意識」等に関する要
因である。それを裏付ける幾つかのエビデン
スも先行研究において明示されている。これ
らの「労働条件以外の要因」は、介護職の本
来的なミッションである「利用者利益へ向け
た取り組み」を通して介護職員に「実感」さ
れるのではないだろうか。特にこのような「利
用者利益に向けた取り組み」を施設内の人材
育成方策として位置づけつつ、組織的･体系
的に取り組んでいる施設においては、介護職
に対して、その職務に積極的に向かわせる「実
感」を持たせやすいのではなかろうか。この
ような組織的･体系的に「利用者利益に向け
た取り組み」を施設内の人材育成方策として
位置づける取り組みに「おむつ外し」がある。
　ここで組織論における先行研究の知見に基
づき、以下の３つの仮説を設定する。第一
に、この「おむつ外し」に取り組むにあたり
組織は「目標による管理」（スティーブンP.ロ
ビンス＝2012：104−107）の要素を駆使して
いること、第二に、「リーダーシップ機能の
４次元説」（Bower&Seashore＝1999：170−
171）のリーダーシップを各役職職員が発揮
していること、第三に、最終的には職員の中
にハーズバーグ（武居、2010：159）の「動
機づけ要因・衛生要因理論」にある「衛生要因」
や「動機づけ要因」が生み出され、現場の職
員は仕事に対する不満を解消し、積極的な満
足が与えられ、動機づけされること、である。
Ⅲ．研究方法
１．調査対象
　本調査は「おむつゼロ」を達成したＡ県の
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特別養護老人ホームＡ・Ｂ・Ｃ施設３ヶ所を
調査対象とする。本調査は、「おむつゼロ」の
効果を検証するのではなく、最終的に利用者
利益へとつなげるための、組織が取り組むべ
き人材育成の効果的なあり方について仮説検
証を通して分析・考察する。よって、対象者
は正規と非正規の介護職員と役職職員とする。
２．調査方法
　調査の際は、調査先の各施設に訪問し、特
別養護老人ホームの管理者へ直接本研究の趣
旨や本調査の目的・方法・調査内容等を説明
した。そして、了承を頂いたうえで、管理者
へ質問票を渡し、管理者より各介護職員へ配
布して頂いた。回収は、各特別養護老人ホー
ムにて管理者が回収した後に郵送で返送し
てもらい、合計101部が回収された（回収率
76.5％）。回収された調査票のうち１部は欠
損値が多く、分析対象とすることが難しいと
判断し無効票とした。その結果、有効回収率
は75.8％（N=100）であった。
３．調査項目
１）回答者の属性について
　年齢、性別、雇用形態、資格、現在の施設
での勤務年数及びこれまでの福祉従事年数の
記入をお願いした。
２）労働環境について
　給与、職員数、残業、学ぶ機会、役職職員
との関係、役職職員以外の先輩との関係、そ
の他職員との関係、これらについての満足感
を「不満（１点）」、「やや不満（２点）」、「や
や満足（３点）」、「満足（４点）」で尋ねた。
離職問題を考える上で、労働環境の影響の有
無を調べることや先行調査である「介護労働
実態調査」の結果を基に、全国で働く介護従
事者の現状と“おむつゼロ”を達成した施設
の介護従事者を比較することを目的とした。
３）職員間における信頼関係について
　役職職員、役職職員以外の先輩職員、その
他職員との信頼関係の有無について「ある」、
「どちらかかといえばある」、「どちらかとい
えばない」、「ない」で尋ねた。先行研究通り
に、現場は上司に不満を抱えているのか、ま
た目標達成に職場の人間関係の良し悪しは影
響するのかを調べることを目的とした。
４）勤務する特別養護老ホームの理念・方針
について
　施設全体の理念の理解については「理解し
ている」、「どちらとも言えない」、「あまり理
解していない」、「理解していない」で尋ねた。
“おむつゼロ”の目標達成に向けて理念や方
針は反映されていたか、理念や方針を実践に
反映できるように意識して行なったかについ
ては「はい」、「わからない」、「いいえ」で尋
ねた。数々の先行研究では、自法人のビジョ
ンや求める人材像、期待値の明示、求められ
る能力の具現化を行うことの大切さが述べら
れている。その為、理念や方針への職員の理
解や浸透度合い、または目標達成の要因の１
つに理念や方針の共有や理解が影響している
のか、さらには、日々の実践に理念や方針が
具現化されているのかを調べることを目的と
した。
５）勤務する特別養護老人ホームの役職職員
について
　バウアとシーショア（Bower&Seashore＝
1999：170−171）のリーダーシップ機能の４
次元説を中心に、各役職職員が発揮している
であろうリーダーシップの内容を調べること
を目的に順位回答で尋ねた。各施設で役職名
が異なる為、「施設長」の他は、組織構成か
らみて、施設長のすぐ下にあたる役職職員を
「現場トップ」とし、その「現場トップ」の
すぐ下にあたる役職職員を「現場No.2」、そ
して「現場No.2」のすぐ下にあたる役職職
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員を「現場No.3」とした。
６）仕事全般への考えについて
　仕事へのやりがいや充実感、心身の負担、
人材育成についての必要性や難しさを感じて
いるのかを「当てはまらない（１点）」、「や
や当てはまらない（２点）」、「やや当てはま
る（３点）」、「当てはまる（４点）」で尋ねた。
先行研究では仕事全般に高い満足感を示して
いるという結果と“おむつゼロ”を達成した
施設で働く介護従事者の現状を比較すること
を目的とした。さらにはハーズバーグ（武居、
2010：159）の動機づけ要因へと導かれてい
るのか、また仕事に対する考えについて現状
把握をすることを目的とした。
７）“おむつゼロ”という目標達成に向けた
組織の取り組みについて
　目標の設定、参加型の決定、明白な期間の
設定、業績のフィードバックが、どの単位（施
設全体・特養全体・小グループ・個人）で行
なわれていたのか尋ねた。ドラッカーが提
唱する目標管理であるMBOプログラム（ス
ティーブンP.ロビンス＝2012：104−107）を
基に、おむつゼロを達成するための目標管理
の現状を調べることを目的とした。
８）おむつ外しの取り組みについて
　目標達成までの取り組み当時の上司につい
て、あるいは自分自身についての考えを「当
てはまらない（１点）」、「やや当てはまらな
い（２点）」、「やや当てはまる（３点）」、「当
てはまる（４点）」で尋ねた。なお、“おむつ
ゼロ”を諦めかけた理由や、達成できた要因、
達成後の自分自身やチームの変化についても
該当する項目を全て選んでもらった。
９）仕事継続意思について
　現時点において今の施設で働き続けたいの
か、介護の仕事は続けたいが職場は変わりた
いのか、高齢者福祉の仕事自体を辞めたいか
を尋ねた。今後の仕事継続意思を把握し、各
職員の特徴などを調べることを目的とした。
４．分析方法
　データの解析には、度数分布表や社会調
査データを分析するために最もよく利用さ
れてきたIBM SPSS Statictics 20（Statistical 
Package for Social Science）を使用し、アン
ケート分析を行った。
５．倫理的配慮
　調査対象施設に行き、管理者に対して調査
の説明を行った際に、調査への参加は自由で
あり、協力しなかった場合においても一切の
不利益を被らないことを説明し、調査の承諾
を得た。また、調査用紙にも同様の説明を明
記したうえで調査を実施した。なお、無記名
の調査とし、すべて統計的に示し個人名や回
答内容等プライバシーに関わる情報は公表さ
れることが決してないことも併せて明記した。
Ⅳ．結果
１．回答者の属性
　年齢は、20代30名、30代が28名、40代が17名、
50代が16名、60代以上が７名であった。性別
は、男性が22名、女性が77名であった。雇用
形態は、正規職員が38名、非正規職員56名、
その他は３名であった。取得している資格は、
複数での回答を求めた。なしが６名、ヘル
パーが45名、介護福祉士が58名、社会福祉士
が０名、精神保健福祉士が０名、介護支援専
門員が２名、その他が２名であった。現在の
施設の勤務年数は、３年未満が27名、３〜５
年が25名、６〜10年が31名、11〜15年が９名、
16年以上が７名であった。５年以下の職員が
半数以上占めていることがわかった。これま
での福祉従事年数については、平均福祉従事
者年数は8.2年であり、10年以下の職員が多
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かった（表１）。
２．労働環境について
　給与については、「満足」13名、「やや満足」
44名、「やや不満」30名、「不満」10名、無回
答３名という結果であった。「やや満足」の
44名と「満足」の13名を合わせると半数以上
の職員が給与に対して満足をしているという
ことが示された。職員数については、「満足」
３名、「やや満足」６名、「やや不満」45名、「不
満」45名、無回答１名という結果であった。「不
満」の45名と「やや不満」の45名を合わせる
と90名の職員が職員数に対して不満であると
いうことが示された。残業については、「満足」
12名、「やや満足」34名、「やや不満」35名、「不
満」15名、無回答４名という結果であった。「や
や満足」の34名と「満足」の12を合わせると
46名である一方、「やや不満」の35名と「不
満」の15名を合わせると50名であり、残業に
対しは満足感と不満感には大きな差がないこ
とがわかった。学べる機会については、「満
足」17名、「やや満足」57名、「やや不満」18
名、「不満」４名、無回答４名という結果であっ
た。「やや満足」の57名と「満足」17名を合
わせると74名の職員が学べる機会に対して満
足していることが示された。役職職員との関
係については、「満足」10名、「やや満足」64名、
「やや不満」18名、「不満」６名、無回答２名
という結果であった。「やや満足」の64名と「満
足」の10名を合わせると74名の職員が役職職
員との関係に対して満足していることが示さ
れた。先輩職員との関係については、「満足」
30名、「やや満足」57名、「やや不満」11名、「不
満」０名、無回答２名という結果であった。「や
や満足」の57名と「満足」の30名を合わせる
と87名の職員が先輩職員との関係に対して満
足していることが示された。その他職員との
関係については、「満足」27名、「やや満足」
53名、「やや不満」14名、「不満」４名、無回
答２名という結果であった。「やや満足」の
53名と「満足」の27名を合わせると80名の職
員がその他職員との関係に対しても満足して
いることが示された。先行調査である「介護
労働実態調査」の結果では、上司との人間関
係に不満を示す職員が多いとされていたが、
本調査では職員数や残業以外については、上
司との関係も含め満足を示す職員が多いとい
う結果となった。
３．職員間の信頼関係について
　役職職員との信頼関係については、「ある」
９名、「どちらかと言えばある」63名、「どち
らかと言えばない」23名、「ない」２名、無
回答３名という結果であった。「どちらかと
いえばある」の63名と「ある」の９名を合わ
せると72名の職員が役職職員と信頼関係を構
築できていると認識していることが示され
た。先輩職員との信頼関係については、「ある」
18名、「どちらかと言えばある」68名、「どち
らかと言えばない」12名、「ない」０名、無
回答２名という結果であった。「どちらかと
いえばある」の68名と「ある」の18名を合わ
せると86名であり、役職職員との信頼関係よ
りもさらに多くの職員が、先輩職員と信頼関
係を構築できていると認識していることが示
された。その他職員との信頼関係については、
「ある」18名、「どちらかと言えばある」67名、
「どちらかと言えばない」13名、「ない」０名、
＜表１＞属性 について （n=100）
属性 区分 人 ％ 属性 区分 人 ％
年齢
20代 30 30
取得
資格
なし 6 6
30代 28 28 ヘルパー 45 45
40代 17 17 介護福祉士 58 58
50代 16 16 社会福祉士 0 0
60代以上 7 7 精神保健福祉士 0 0
無回答 2 2 介護支援専門員 2 2
性別
男性 22 22 その他 2 2
女性 77 77 無回答 1 1
無回答 1 1
雇用
形態
正規 38 38
現在
施設
の
勤務
年数
３年未満 27 27
非正規 56 56 ３〜５年 25 25
その他 3 3 ６〜10年 31 31
無回答 3 3 11〜15年 9 9
16年以上 7 7
無回答 1 1
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無回答２名という結果であった。「どちらか
といえばある」の67名と「ある」の18名を
合わせると85名であり、先輩職員との信頼関
係と同じ位の職員がその他職員と信頼関係が
構築できていると認識していることが示され
た。職員間における信頼関係も、本調査では
先行研究の結果とは異なり、役職職員はじめ
先輩職員やその他職員に対しても、信頼関係
が構築できていると職員は認識しており、良
好な人間関係であることが示された。
４．勤務する施設の理念・方針について
　「勤務する特別養護老ホームの理念・方針
について」では、「理解している」57名、「ど
ちらとも言えない」32名、「あまり理解して
ない」９名、無回答２名という結果であった。
次に、「“おむつゼロ”の目標達成に向けて、
理念や方針は反映されていたと感じられる」
については、「はい」29名、「わからない」62
名、「いいえ」５名、無回答４名という結果
であった。「理念や方針を実践に反映できる
よう意識して行なったことがある」について、
「はい」32名、「わからない」61名、「いいえ」
３名、無回答４名という結果であった。特別
養護老人ホームの理念や方針について、半数
以上の職員が理解を示していたものの先行研
究の結果より下回った。さらに、勤務する特
別養護老人ホームの理念・方針に対して、そ
れらを反映させようと意識する職員や反映さ
れていると実感を持てている職員も先行結果
よりもさらに下回る結果であった。
５．役職職員について
　各設問項目における、各々の役職職員の順
位回答の結果は表の通りである（表２−14）。
　各役職職員の傾向を見ると、「施設長」は
「リーダーシップを発揮している」（表２）、「仕
事に意欲的で熱意がある」（表３）、「あるべ
き処遇の理念をはっきりと持っている」（表
４）、「施設の方針・ビジョンをはっきりと示
している」（表５）、「施設の方針・ビジョン
を職員に浸透するように努めている」（表６）、
「施設の方針・ビジョンを業務へ具体的に表
そうとしている」（表７）、「職員へ期待感を
持っているように感じる」（表10）、「全体の
目標を達成するために行動している」（表13）
において１位の割合が高かった。これらから、
施設長は職員に対し「導く」あるいは「伝え
ていく」といった姿勢に関わる要素が多いと
いうことが示された。
　次に「現場トップ」では、「処遇現場の状
況をよく把握している」（表８）、「職員の提
案や行動、意思決定を尊重し支援してくれ
ている」（表９）、「職員個々の価値や個人的
な目的を支えるような行動をしている」（表
11）、「職員相互に親しい関係を作り上げるよ
うな行動をしている」（表12）、「目標達成を
支える為、プランニングや資源の提供、情報
の配分等の行動をしている」（表14）で１位
の割合が高かった。また、「施設長」が１位
において割合の高い項目は、２位において割
合が高いのは必ず「現場トップ」であった。
このことから、職員が「施設長」と「現場トッ
プ」とでは、当てはまる項目は類似している
ものの、「現場トップ」は「施設長」より職
員との距離感は近く、また現場を形づくり、
環境を整えるような項目が多かったことが示
された。
　「現場No.2」であるが、「処遇現場の状況
をよく把握している」（表８）、「職員相互に
親しい関係を作り上げるような行動をして
いる」（表12）において１位の割合が高かっ
た。ただ、いずれの項目も「現場トップ」と
同数であった。さらに、「現場トップ」と同
位もしくは次の順位で割合が高いのは「現場
No.2」であった。このことから、職員は「現
場トップ」と「現場No.2」とでは当てはま
る項目が類似しているが、「現場No.2」は「現
場トップ」より、職員との距離はより近く、
職員の動きや人間関係を観察しながら、それ
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らに働きかける項目が多いことが示された。
　「現場No.3」は、４位において割合が高か
い項目が多かったが、その中でも「職員個々
の価値や個人的な目的を支えるような行動を
している」（表11）、「職員相互に親しい関係
を作り上げるような行動をしている」（表12）
においては３位の割合が高いということが示
された。
　設問項目の中で、「リーダーシップ機能の
４次元説」（Bower&Seashore＝1999：170−
171）を意味していた項目があった。つまり
それは、「職員個々の価値や個人的な目的を
支えるような行動をしている」（表11）が①
「支持」、「職員相互に親しい関係を作り上げ
るような行動をしている」（表12）が②「相
互作用の促進」、「全体の目標を達成するため
に行動している」（表13）が③「目標達成の
強調」、「目標達成を支える為、プランニング
や資源の提供、情報の配分等の行動をしてい
る」（表14）が④「仕事の促進」であった。よっ
て、このリーダーシップ機能の各項目に、最
も回答の多かった役職職員を当てはめると、
①「支持」は「現場トップ」（表11）、②「相
互作用の促進」は「現場トップ」もしく「現
場No.2」（表12）、③「目標達成の強調」は「施
設長」（表13）、④「仕事の促進」は「現場トッ
プ」（表14）ということが示された。
＜表２＞「リーダーシップを発揮している」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 40名 38名 7名 7名 8名 100名
２位 13名 41名 34名 3名 9名 100名
３位 11名 9名 42名 26名 12名 100名
４位 28名 3名 5名 52名 12名 100名
＜表３＞「仕事に意欲的で熱意がある」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 42名 31名 11名 5名 11名 100名
２位 13名 43名 29名 4名 11名 100名
３位 11名 10名 42名 24名 13名 100名
４位 22名 5名 4名 56名 13名 100名
＜表４＞「あるべき処遇の理念をはっきりと持っ
ている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 80名 8名 1名 0名 11名 100名
２位 5名 73名 9名 1名 12名 100名
３位 1名 3名 76名 6名 14名 100名
４位 3名 2名 2名 79名 14名 100名
＜表５＞「施設の方針・ビジョンをはっきりと
示している」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 82名 6名 1名 0名 11名 100名
２位 4名 74名 7名 1名 14名 100名
３位 0名 3名 76名 5名 16名 100名
４位 2名 5名 0名 77名 16名 100名
＜表６＞「施設の方針・ビジョンを職員に浸透
するように努めている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 53名 31名 4名 2名 10名 100名
２位 21名 52名 14名 1名 12名 100名
３位 5名 2名 64名 13名 16名 100名
４位 10名 4名 2名 68名 16名 100名
＜表７＞「施設の方針・ビジョンを業務へ具体
的に表そうとしている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 42名 37名 6名 1名 14名 100名
２位 12名 42名 27名 2名 17名 100名
３位 11名 4名 46名 20名 19名 100名
４位 19名 2名 2名 58名 19名 100名
＜表８＞「処遇現場の状況をよく把握している」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 16名 30名 30名 13名 11名 100名
２位 10名 25名 33名 20名 12名 100名
３位 7名 33名 20名 27名 13名 100名
４位 56名 0名 4名 26名 14名 100名
＜表９＞「職員の提案や行動、意思決定を尊重
し支援してくれている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 22名 31名 23名 12名 12名 100名
２位 12名 30名 30名 16名 12名 100名
３位 11名 20名 29名 24名 16名 100名
４位 41名 8名 2名 32名 17名 100名
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６．仕事全般について
　「仕事に責任感・使命感がある」では、「当
てはまる」37名、「やや当てはまる」45名、「や
や当てはまらない」12名、「当てはまらない」
０名、無回答６名という結果であった。「や
や当てはまる」の45名と「当てはまる」の37
＜表10＞「職員へ期待感を持っているように感
じる」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 52名 15名 16名 6名 11名 100名
２位 9名 50名 16名 13名 12名 100名
３位 10名 13名 48名 13名 16名 100名
４位 16名 9名 6名 52名 17名 100名
＜表11＞「職員個々の価値や個人的な目的を支
えるような行動をしている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 17名 29名 24名 10名 20名 100名
２位 6名 28名 31名 14名 21名 100名
３位 15名 17名 21名 25名 22名 100名
４位 39名 5名 3名 30名 23名 100名
＜表12＞「職員相互に親しい関係を作り上げる
ような行動をしている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 11名 28名 28名 17名 16名 100名
２位 7名 20名 36名 20名 17名 100名
３位 15名 23名 16名 25名 21名 100名
４位 46名 8名 4名 21名 21名 100名
＜表13＞「全体の目標を達成するために行動し
ている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 40名 22名 14名 8名 16名 100名
２位 8名 47名 23名 5名 17名 100名
３位 7名 14名 45名 17名 17名 100名
４位 28名 1名 1名 53名 17名 100名
＜表14＞「目標達成を支える為、プランニング
や資源の提供、情報の配分等の行動をしている」
施設長 トップ No.2 No.3 無回答 合計
１位 31名 39名 9名 2名 19名 100名
２位 23名 35名 16名 6名 20名 100名
３位 6名 4名 53名 17名 20名 100名
４位 20名 3名 2名 55名 20名 100名
名を合わせると82名の職員が仕事に対し責任
感や使命感を持っていることが示された。「仕
事にやりがいがある」では、「当てはまる」
28名、「やや当てはまる」47名、「やや当ては
まらない」15名、「当てはまらない」５名、
無回答５名という結果であった。「やや当て
はまる」の47名と「当てはまる」の28名を合
わせると75名の職員が仕事に対しやりがいを
感じていることが示された。「仕事に充実感
がある」では、「当てはまる」23名、「やや当
てはまる」46名、「やや当てはまらない」22
名、「当てはまらない」４名、無回答５名と
いう結果であった。「やや当てはまる」の46
名と「当てはまる」の23名を合わせると69名
の職員が仕事に対し充実感を持っていること
が示された。「身体的負担がある」では、「当
てはまる」60名、「やや当てはまる」17名、「や
や当てはまらない」16名、「当てはまらない」
２名、無回答５名という結果であった。「当
てはまる」の60名と「やや当てはまる」の17
名を合わせると77名の職員が仕事に対し身体
的負担を感じていることが示された。「精神
的負担がある」では、「当てはまる」60名、「や
や当てはまる」24名、「やや当てはまらない」
９名、「当てはまらない」２名、無回答５名
という結果であった。「当てはまる」の60名
と「やや当てはまる」の24名を合わせると84
名の職員が仕事に対し精神的負担を感じてい
ることが示された。「人材育成の必要性を感
じる」では、「当てはまる」52名、「やや当て
はまる」31名、「やや当てはまらない」８名、「当
てはまらない」２名、無回答７名という結果
であった。「当てはまる」の52名と「やや当
てはまる」の31名を合わせると83名の職員が
仕事において人材育成の必要性を感じている
ことが示された。「人材育成の難しさを感じ
る」では、「当てはまる」56名、「やや当ては
まる」23名、「やや当てはまらない」12名、「当
てはまらない」３名、無回答６名という結果
であった。「当てはまる」の56名と「やや当
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てはまる」の23名を合わせると79名の職員が
仕事において人材育成の必要性を感じている
ことが示された。
　本研究でも先行研究の結果通り、仕事その
ものに対し高い満足感がみられる一方で、身
体的・精神的な負担も感じていることが示さ
れた。また、人材育成において現場では、必
要性を感じているが、その実践が容易には行
われていないことが分析できた。
７．“おむつゼロ”という目標達成に向けた
組織の取り組みについて
　MBOの目標管理のどの項目においても、
回答が多かったのは「特養全体」であった。
つまり、職員にとって最もMBOの目標管理
が落とし込まれ、取り組んでいるのは「特養
全体」であるということが示された。
　また、MBOの目標管理の項目別では、該
当数が126個と最も多かったのは「明確で具
体的な目標の設定」であった。次が該当数
113個の「絶えずフィードバックを行う」で
あり、その次が僅差で該当数112個の「上司
と部下が共に目標を選択し定める」であった。
最も該当数が少なかったのは該当数109個の
「目標の完了期間を特定」であった（表15）。
８．おむつ外しの取り組みについて
　「取り組みの趣旨や経緯などの説明があり
理解していた」では、「当てはまる」32名、「や
や当てはまる」42名、「やや当てはまらない」
16名、「当てはまらない」３名、無回答７名
という結果であった。「やや当てはまる」の
42名と「当てはまる」の32名を合わせると74
名の職員がおむつ外しに取り組む際に、その
取り組みの趣旨や経緯を理解していたことが
示された。「取り組むにあたり目標は明確で
あった」では、「当てはまる」28名、「やや当
てはまる」45名、「やや当てはまらない」16
名、「当てはまらない」３名、無回答８名と
いう結果であった。「やや当てはまる」の45
名と「当てはまる」の28名を合わせると73名
の職員がおむつ外しに取り組むにあたり、目
標が明確であったと感じていたことが示され
た。「取り組みの必要性を感じながら業務を
行った」では、「当てはまる」19名、「やや当
てはまる」45名、「やや当てはまらない」24
名、「当てはまらない」４名、無回答８名と
いう結果であった。「やや当てはまる」の45
名と「当てはまる」の19名を合わせると64名
であり、半数以上がおむつ外しの取り組みを
行っている最中に、その取り組みの必要性を
感じながら業務を行っていたことが示され
た。「役職職員等のリーダーシップを感じた」
では、「当てはまる」24名、「やや当てはまる」
40名、「やや当てはまらない」23名、「当ては
まらない」５名、無回答８名という結果であっ
た。「やや当てはまる」の40名と「当てはまる」
の24名を合わせると64名であり、半数以上の
職員がおむつ外しに取り組む中で、役職職員
等のリーダーシップを感じていたことが示さ
れた。「自分がやるべきことは理解していた」
では、「当てはまる」28名、「やや当てはまる」
55名、「やや当てはまらない」８名、「当ては
まらない」2名、無回答７名という結果であっ
た。「やや当てはまる」の55名と「当てはまる」
の28名を合わせると83名の職員がおむつ外し
に取り組む際に、自分がやるべきことを理解
しながら取り組んでいたことが示された。「上
司の要請は理想論にしか聞こえなかった」で
は、「当てはまる」31名、「やや当てはまる」
28名、「やや当てはまらない」21名、「当ては
まらない」13名、無回答7名という結果であっ
＜表15＞　目標達成に向けた取り組み（重複回
答）
施設
全体
特養
全体
グル
ープ 個人
該当
合計数
明確で具体的な目標
の設定 26名 60名 30名 10名 126
上司と部下が共に目
標を選択し定める 23名 43名 31名 15名 112
目標の完了期間を特
定 30名 47名 24名 8名 109
絶えずフィードバッ
クを行う 28名 40名 35名 10名 113
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た。「当てはまる」の31名と「やや当てはま
る」の28名を合わせると59名の職員がおむつ
外しに取り組むにあたり、上司からの要請を
“理想論”と感じていたことが示された。「当
初“おむつゼロ”は不可能と思っていた」で
は、「当てはまる」45名、「やや当てはまる」
26名、「やや当てはまらない」15名、「当ては
まらない」７名、無回答７名という結果であっ
た。「当てはまる」の45名と「やや当てはまる」
の26名を合わせると71名の職員がおむつ外し
に取り組んだ当初は、達成不可能と感じてい
たことが示された。「取り組みを提案した上
司に対し“現場をわかっていない”と感じた」
では、「当てはまる」40名、「やや当てはまる」
29名、「やや当てはまらない」16名、「当ては
まらない」８名、無回答７名という結果であっ
た。「当てはまる」の40名と「やや当てはま
る」の29名を合わせると69名の職員がおむつ
外しの取り組みを提案された際に、上司に対
し“現場をわかっていない”と感じていたこ
とが示された。「“おむつゼロ”を諦めかけた
ことがあったか」については、「当てはまる」
23名、「やや当てはまる」30名、「やや当ては
まらない」13名、「当てはまらない」16名、
無回答18名という結果であった。「やや当て
はまる」が30名、「当てはまる」が23名とおり、
合わせて53名という半数以上の職員が取り組
み途中に“おむつゼロ”という目標を諦めか
けたことがあることが示された。また、諦め
かけた理由として当てはまる項目を全て選ん
でもらったところ、回答の多かった順は「利
用者の変化がない」が83.0％、「身体的負担
の増加」が51.0％、「達成不可能と思っていた」
が47.0％であった。一方で、「協力者がいない」
は5.0％、「理解者や相談者がいない」は2.0％
と１桁という結果であり、諦めかけた理由と
して職員に対する項目をあげた職員はごく少
数という結果となった（図１）。このことから、
取り組みのなかで、相談者や理解者、協力者
の存在がいたということが示された。
　“おむつゼロ”を達成できた要因として当
てはまる項目を全て選んでもらったところ、
回答の多かった順は「周りの職員も頑張って
いるから」が50.0％、「取り組み内容が明確」
が27.0％、「利用者のプラスの変化を感じた」
が26.0％であった。一方で、「精神的負担の
軽減」は2.0％、「役職職員の信頼」は3.0％、「身
体的負担の軽減」は5.0％、「適切な援助・指
導を展開した」は９％とこれら項目は、１桁
という結果であった（図２）。
　「“おむつゼロ”を達成し自分の中で変化が
あったか」については、「当てはまる」15名、
「やや当てはまる」25名、「やや当てはまらな
い」22名、「当てはまらない」７名、無回答
31名という結果であった。「やや当てはまる」
の25名と「当てはまる」の15名を合わせると
40名であるが、「やや当てはまらない」の22名、
「当てはまらない」の７名、さらに「無回答」
の31名を合わせると60名であり、目標達成後
＜図１＞　“おむつゼロ”を諦めかけた理由
＜図２＞“おむつゼロ”を達成できた要因
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に自分の変化を明確に感じていない職員の方
がやや多かったことがわかった。
　また、変化の内容として当てはまる項目を
全て選んでもらったところ、「身体的な負担
増」が36.0％と最も多くの職員が回答してい
た。次いで、「精神的負担増」と「責任感が
増した」が22.0％であった。その一方で、最
も割合が少なかったのが「役職職員との関係
悪化」の２％という結果であった（図３）。
　「“おむつゼロ”を達成しチーム全体や他の
職員に変化があったか」については、「当て
はまる」12名、「やや当てはまる」33名、「や
や当てはまらない」21名、「当てはまらない」
８名、無回答26名という結果であった。「や
や当てはまる」の33名と「当てはまる」の12
名を合わせると45名であるが、「やや当ては
まらない」の21名、「当てはまらない」の８名、
さらには「無回答」の26名を合わせると55名
の職員であり、目標達成後にチーム全体や他
の職員に変化を明確に感じていない職員の方
がやや多かったことがわかった。また、変化
の内容として当てはまる項目を全て選んでも
らったところ、回答の多かった順は「身体的
な負担増」の41.0％、「精神的な負担増」と「専
門性が高まった」のそれぞれ25.0％であった
（図４）。
　おむつ外しの取り組みを行って良かったと
思うかについては、「当てはまる」21名、「や
や当てはまる」51名、「やや当てはまらない」
19名、「当てはまらない」１名、無回答８名
という結果であった。「やや当てはまる」の
51名と「当てはまる」の21名を合わせると72
名の職員が取り組んだ後も取り組み自体を肯
定的に感じていることが示された。
　“おむつゼロ”が達成されたことと、リー
ダーシップ機能の関連を “おむつゼロ”を達
成できた要因として最も回答の多かった「周
りの職員も頑張っているから」とリーダー
シップ機能の４次元説（Bower&Seashore＝
1999：170−171）の各項目で最も該当すると
順位づけられた「１位」とでカイ二乗検定に
て検討した。すると有意な関連があった（表
16−19）。“おむつゼロ”を達成できた要因と
して「周りの職員も頑張っている」と回答
した人は、リーダーシップ機能の４次元説
（Bower&Seashore＝1999：170−171） で あ
る「支持」と「目標達成の強調」をいずれの
役職職員からも感じ取り、また「相互作用の
促進」と「仕事の促進」は施設長以外の役職
職員から感じ取る割合が多い傾向にあった。
＜図３＞おむつゼロ達成後の自分の中での変化
＜図４＞おむつゼロ達成後のチームや他の職員
の変化
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９．仕事継続意思について
　「今の施設に働き続けたい」が58名、「介護
の仕事は続けたいが、職場を変わりたい」が
19名、「高齢者福祉の仕事をやめたい」が９
名であり、無回答が14名という結果であった。
半数以上の職員が現在勤務する施設で仕事を
継続したい意思があることが示された。
Ⅴ．考察
　以上のように本研究では、介護職の離職を
防ぐことにつながる「労働条件以外の要因」
である「利用者利益に向けた取り組み」を施
設内の人材育成方策として位置づけつつ、組
織的･体系的に取り組んでいる施設において
は、介護職の離職率は低く抑えられているで
あろうという仮説を「おむつゼロ」を達成し
た施設の経過を辿り、その中で、実態調査の
分析を通して、検証した。そして、役職職員
と介護職員の意識の変化には何が影響してい
たのか、さらに、利用者利益を生み出した取
り組みに対し組織の考え方はどのように影響
を与えていたのか調査することを目的にアン
ケート調査を行った。以下、仮説を検証しつ
つ、目標管理、リーダーシップ、動機づけ要
因・衛生要因理論、人間関係について考察を
加える。
１）目標管理
　調査対象施設は、実際に“おむつゼロ”と
いう目標を達成するために、組織を改革し、
「今の施設で働き続けたい」という意思を持
つ職員が多くいた施設であった。それにも関
わらず、特別養護老人ホームの理念や方針へ
の理解、実践へ反映する意識あるいは実感に
おいて、先行研究より下回る結果となった。
　次に、MBOの目標管理（スティーブンP.ロ
ビンス＝2012：104−107）の現状を調査する
と、MBOの目標管理である「目標の限定」、
「参加型の政策決定」、「明白な期間の設定」、
「業績のフィードバック」の全ての項目にお
いて「特養全体」においてのみ頻繁に行われ
ていた。
　一方で、おむつ外しの取り組みの現状を調
＜表16＞「職員の価値や目的を支える行動１位」
と「周りも頑張っている」のクロス表
職員の価値や目的を支える行動１位
合計
施設長 トップ 現場No.2
現場
No.3 無回答
周りも
頑張っ
ている
非該当者 7 13 10 1 8 39
該当者 8 15 14 9 4 50
無回答 2 1 0 0 8 11
合計 17 29 24 10 20 100
ｐ＝0.000
＜表17＞「職員相互に親しい関係を作る１位」
と「周りも頑張っている」のクロス表
職員相互に親しい関係を作る１位
合計
施設長 トップ 現場No.2
現場
No.3 無回答
周りも
頑張っ
ている
非該当者 7 11 11 6 4 39
該当者 2 17 15 11 5 50
無回答 2 0 2 0 7 11
合計 11 28 28 17 16 100
ｐ＝0.000
＜表18＞「全体目標を達成するために行動１位」
と「周りも頑張っている」のクロス表
全体目標を達成するために行動１位
合計
施設長 トップ 現場No.2
現場
No.3 無回答
周りも
頑張っ
ている
非該当者 18 9 6 2 4 39
該当者 20 12 8 6 4 50
無回答 2 1 0 0 8 11
合計 40 22 14 8 16 100
ｐ＝0.000
＜表19＞「目標達成のためプランニング・資源
提供・情報の分配を行う１位」と「周りも頑張っ
ている」のクロス表
目標達成のためプランニング・資源
提供・情報の分配を行う１位
合計
施設長 トップ 現場No.2
現場
No.3 無回答
周りも
頑張っ
ている
非該当者 15 14 3 1 6 39
該当者 14 24 6 1 5 50
無回答 2 1 0 0 8 11
合計 31 39 9 2 19 100
ｐ＝0.001
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査したところ、「取り組みの趣旨や経緯など
の説明があり理解していた」、「取り組むにあ
たり目標は明確であった」、「取り組みの必要
性を感じながら業務を行った」「自分のやる
べきことは理解していた」などは、いずれも
「やや当てはまる」が最多の答えであった。
　このことから、特別養護老人ホーム全体に
対する理念や方針への理解や実践へ反映する
意識あるいは実感を職員が持てなくても、そ
のことで、組織改革や職員の定着に悪影響を
及ぼすわけではなく、特別養護老人ホームと
いうチーム全体でMBOの目標管理を具体的
に行うことで、施設が求める人材像への理解
が深まり、結果的に組織改革や職員の定着に
効果をもたらすのではないかと推察される。
要するに、特別養護老人ホームというチーム
全体で具体的に「目標を設定」し、「参加型
の政策決定」をする、そして、目標を完了す
べき「明白な期間の設定」を行い、最後に進
捗状況や公式の定期的な管理面の評価も加え
られた「業績のフィードバック」を常々行っ
ていく。このようなMBOの目標管理の一連
を活用しながら、目標達成に向かって何かに
取り組むことで、職員はチームが求める人材
像を理解する。そして、職員はチームが求め
る人材像の必要性や価値を見出し、その人材
像に近づくのと同時に、チームの目標を達成
するために、職員自身で自分がやるべきこと
は何かを考えるのではないであろうか。それ
が結果的に、組織改革を実現することになり、
さらに、職員の動機づけを図り自己実現を可
能にすることにより、「今の施設で働き続け
たい」という職場の定着を生み出せたと考え
る。
２）リーダーシップ
　半数以上の職員がおむつ外しへの取り組み
途中で“おむつゼロ”という目標を諦めかけた
ことがあったと答えた。その理由として多かっ
たのは、「利用者の変化がない」、「身体的負
担の増加」、「達成不可能と思っていた」等で
あった。つまり、現場には、おむつ外しへの
取り組み自体にその必要性や利点を見出せな
い者、職員自身の心身の負担への危惧等を
感じる職員がいたことが示された。また、お
むつ外しに取り組む際に「上司の要請は理想
論」、「上司に対し“現場をわかっていない”と
感じた」等、役職職員に対し否定的な感情を
抱いている職員も多くいたことがわかった。
さらに、「達成不可能と思っていた」等、取
り組みの目標に対しても消極的であり、チー
ムには摩擦や危機的状況もあったと推測でき
る。また、先行研究と異なり、本調査では「残
業」や現場での「職員数」に不満傾向が示さ
れた。そこには、 “おむつゼロ”を達成した施
設の現場における労働の過酷さを伺える。
　しかしながら、先行研究とは異なり、役職
職員との関係性や信頼関係を肯定的に捉えて
いる職員も多くいた。また、“おむつゼロ”を
達成できた要因として「周りの職員も頑張っ
ているから」と答える職員が多くいた。さら
には、諦めかけた理由として「協力者がいな
い」、「理解者や相談者がいない」と答えた職
員は非常に少なかった。このことから、取り
組みの中で、相談者や理解者、協力者がいた
ということが分析できる。つまり、現場の職
員と役職職員との間には、良好な人間関係が
構築できていたと推測される。その要因の１
つとして、役職職員から働きかけられるリー
ダーシップが影響しているのではないか。
　実際に、おむつゼロが達成された要因
である「周りの職員も頑張っている」こ
と と リ ー ダ ー シ ッ プ 機 能 の ４ 次 元 説
（Bower&Seashore＝1999：170−171） の 関
連を調べると、有意差が確認された。つまり、
「周りの職員も頑張っている」と感じている
職員は、「支持」と「目標達成の強調」のリー
ダーシップをいずれの役職職員においても感
じ取っており、また「相互作用の促進」と「仕
事の促進」のリーダーシップは施設長以外の
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役職職員において感じ取っている割合が多い
傾向にあった。
　次に、先行研究の知見に基づき、本調査の
結果を役職職員ごとにリーダーシップ機能の
４ 次 元 説（Bower&Seashore＝1999：170−
171）と照らし合わせて考えてみる。
　「施設長」の機能は、リーダーシップ機能
の４次元説では「目標達成の強調」であった。
そして、「施設長」は職員に対し、「導く」あ
るいは「伝えていく」といった姿勢に関わる
要素が多いということが示唆された。このこ
とから「施設長」は、組織あるいは施設全体
の目標を掲げ、その達成に向けて、職員に期
待や信用を寄せながら、組織全体を集団的に
導き、引っ張るというリーダーシップ機能を
発揮していたと考える。
　「現場トップ」の機能は、リーダーシップ
機能の４次元説では「支持」、「相互作用の促
進」、「仕事の促進」であった。そして、「施
設長」と「現場トップ」に当てはまる項目は
類似しているものの、「現場トップ」は「施
設長」より職員との距離は近く、現場を形作
り、環境を整える項目が多かった。このこと
から「現場トップ」は、職員個々人やチーム
全体の想いを考えながら、常日頃注意深く観
察し、職員にとって働きやすく、また目標を
達成するために最適な環境を作り出すリー
ダーシップ機能を発揮していたと考える。
　「現場No.2」の機能は、リーダーシップ機
能の４次元説では「相互作用の促進」であっ
た。そして、「現場トップ」と「現場No.2」
では当てはまる項目が類似しているものの、
「現場トップ」よりは、職員との距離感は近く、
職員の動きや人間関係をよく観察しながら、
それらに働きかける項目が多かった。このこ
とから「現場No.2」の機能は、現場職員と
直接関わり合いながら、職員個々人やチーム
全体の行動や考えを把握し、現場職員にとっ
て働きやすい環境を整え、作り出そうとする
リーダーシップを発揮していたと考える。
　「現場No.3」の機能はリーダーシップ機能
の４次元説では「支持」と「相互作用の促進」
が３位を占める割合が高かった。このことか
ら、「現場No.3」の機能は、職員個々人の考
えや思いを把握し、尊重することに努めなが
ら、職員の良好な関係性を支えるリーダー
シップを発揮していたと考える。
　以上、本調査結果の分析を通して、目標管
理とリーダーシップに関して総合的に考察す
ると、“おむつゼロ”の達成に至るまでの過
程には以下のことが考えられる。
　第一に、「施設長」が、「目標達成の強調」
というリーダーシップの機能を発揮し、その
上で、職員に対し特別養護老人ホームという
チームが歩むべき方向へと「導く」、またその
為の理念や目標、方針等を「伝えていく」と
いった姿勢で職員と関わったと推察される。
　第二に、それを達成するための事業部門と
して「現場トップ」は、「支持」、「相互作用
の促進」、「仕事の促進」というリーダーシッ
プ機能を発揮し、その上で、目に見える形で、
さらに達成可能で測定ができる目標と方針、
つまり、「おむつゼロ」という限定した目標
をチームに設定する。その目標の達成に向け
て、現場を形作り、環境を整える働きかけを
行ったのではないかと考える。
　第三に、その目標を現場において達成すべ
く、「現場No.2」が ｢相互作用の促進」という
リーダーシップ機能を発揮し、その上で、「現
場トップ」と一緒になり、各職員との関わり合
いを通して、現場職員を巻き込みながらチー
ムとしての決定を行ったものと推測する。
　そして、これらのリーダーシップが発揮さ
れながら、チームにおいて「業績のフィード
バック」が実施されることで、職員一人ひと
りが目標を共有・理解し、達成に向けて努力
を積み重ねていたと考える。なお、その際に
は「現場No.3」の役職職員が各職員に「支持」、
「相互作用の促進」という人間関係中心のリー
ダーシップ機能を発揮していたと考える。
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　このように各役職職員が各々の立場でリー
ダーシップを発揮し、それを現場職員が感じ
取ることで現場の職員は「周りの職員も頑
張っている」と感じ取ることができた。それ
を糧に、目標管理の要素を駆使しながら職員
個人が各々の目標を達成し、その人たちの所
属する部門の目標が達成され、結果として
“おむつゼロ”という組織全体の目標が現実
のものとなったと推察される。
　なお、調査項目の同質問に対して、「施設
長」と回答する職員が多くいた順位において、
次の順位で職員が多く回答するのは、「現場
トップ」であった。また同様に、「現場トッ
プ」と回答する職員が多くいた順位において、
次の順位で職員が多く回答するのは「現場
No.2」であった。つまり、組織構成的に近い
役職職員同士、職員が該当すると考える質問
項目が類似していた。このことは、スタジル
（Stogdill=1999：168−169）によって提言さ
れていた、フォロワーがいることで、リー
ダーは存在しているということを意味してい
るのではないか。よって、リーダーシップは
フォロワーシップとの対応関係の中で、リー
ダーシップが発揮され、目標達成に向けた
リーダーシップをフォロワーが受け入れ、時
にはリーダーをサポート、時には同様の役割
も担うという姿勢でフォロワーシップの機能
もリーダーシップと同時に発揮されているも
のと捉えられる。よって、先行研究通りフォ
ロワーあってのリーダーであり、フォロワー
がいなければリーダーシップはありえないと
いうことが言えるのではないか。有能なリー
ダーシップのためには、有能なフォロワーが
必要不可欠であるということが示唆された。
３）動機づけ要因・衛生要因理論
　目標達成後に職員自身やチームにおいて変
化したこととして「施設の政策と経営の理解
が深まった」と答える職員は少なかった。ま
た、目標達成後に職員自身やチームの変化を
明確に感じることが出来ていない職員が半数
以上いた。変化の内容としては、職員個人及
びチーム全体においても「身体的な負担」や
「精神的な負担」と答える職員が多くいた。
だが、その他で多かった回答としては、職員
自身は自分の中で「責任感が増した」という
変化を感じ、チームにおいては「専門性が高
まった」という変化を感じていた。
　これらの結果と、ハーズバーグ（武居、
2010：159）の動機づけ要因・衛生要因理論
とを照らし合わせて考えてみる。まず、達成
要因として多くの回答があった「利用者のプ
ラスの変化を感じた」ことにより職員は「達
成感」を持つことができたのではないか。また、
「仕事そのもの」に「専門性が高まった」こと
や「責任感が増した」こと、さらには目標管
理における「フィードバック」により「承認」
を感じることが出来たのではないか。つまり、
これらが「動機づけ要因」であり、職員に積
極的な満足を与える要因と推測できる。
　次に、目標達成後の職員自身やチームの変
化に「役職職員との関係悪化」と答える職員
は非常に少なかった。このことから、やはり「上
司との関係」は良好なものであり、さらには、
先に述べてきた目標管理を通して「監督技術」
であるリーダーシップを「上司との関係」よ
り感じ取っていると考える。つまり、これら
が「衛生要因」であり、不満足を与えること
を抑えている要因であると推測できる。
　しかしながら、「動機づけ要因」に比べ、「衛
生要因」は少なかった。このことが、職員自
身やチームの変化として心身の負担と答える
職員が多くいることや、先行調査と異なり、
本調査では「残業」や「職員数」に不満を示
す職員が多くいた結果につながっているので
はないか。その一方で、本調査では、先行研
究通り職員は、仕事そのものに高い満足感を
示している。または、役職職員に対し現場職
員は「現場をわかっていない」、または「要
請は理想論だ」と思っていながらも、役職職
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員と信頼関係を築き、良好な人間関係であっ
た。その環境の下、非常に多くの職員が「取
り組んで良かった」と感じる等、取り組み自
体に満足感を示している。よって、「仕事そ
のもの」・「達成」・「責任」・「承認」等に働き
かけが行われていることで、職員に積極的な
満足感を着実に与えていると示唆される。
４）人間関係
　本調査では、おむつ外しの取り組みにおい
て、役職職員に対し現場職員は「現場をわかっ
ていない」、あるいは「要請は理想論だ」と
思う職員が多くいた。しかし、先行研究や調
査とは異なり、役職職員との関係性や信頼関
係において肯定的に捉えている職員や職場の
人間関係に満足感を示す職員が多くいた。そ
して、“おむつゼロ”という目標達成を諦めか
けた理由として「協力者がいない」、「理解者
や相談者がいない」と答えた職員は非常に少
なかった。また、職員が考える達成要因とし
て、「周りの職員も頑張っている」という回答
が多かった。さらには、リーダーシップはフォ
ロワーシップとの対応関係の中で、フォロワー
シップの機能も同時に発揮されていた。
　これらから考えられるのは、人間関係の重
要さである。実際に“おむつゼロ”を成し遂
げた施設でさえ、時には役職職員に対し否定
的な時もあり、また取り組みに消極的な時期
もあった。しかし、おむつ外しの取り組みが
そのまま衰退し、消滅することはなかった。
そこには、第一に利用者に利益がもたらされ
るのなら、「この人が言うことに付いていこ
う」、「自分の意見を受け入れてもらえるだろ
う」等と役職職員と現場職員との間に、さら
には役職職員同士や現場職員同士の間に信頼
関係が構築されていた。第二に「自分はひと
りではない」等と職場には相談できる、ある
いは協力してくれる存在がいた。第三に、周
りの職員も頑張っているのだから、自分も頑
張ろうと奮起した。これらのことが“おむつ
ゼロ”という目標が達成できた要因ではない
か。つまり、利用者に利益をもたらす為にと
頑張った過程には、横の関係性、または縦の
関係性において信頼を寄せられる確固たる人
間関係が存在したと考える。
　このように、今回改めて利用者利益を生み
出した３施設の実態調査から、信頼を寄せら
れる確固たる人間関係の重要性が示された。
　以上より、本調査では、“おむつゼロ”を
達成した施設の職員は、仕事に対する不満を
抱えている側面はあるものの、それを上回る
程の肯定的な満足や動機づけが与えられてい
ることが示唆された。そして最終的には、そ
のような環境の下、職員は組織改革を実践し、
専門性を高め、それを発揮しながら介護の質
を向上させ、そして、自分が行っている支援
が介護職員の本来的なミッションである利用
者利益を生み出していることに実感を持つこ
とができたと考える。このことが、職員の動
機づけを高め、自己実現を果たすことで、職
員の中に「今の施設に働き続けたい」という
想いを作り出しているのではないか。
　よって、「労働条件以外の要因」である「利
用者利益に向けた取り組み」を施設内の人材
育成方策として位置づけ、組織的･体系的に
取り組む施設は、介護職員の離職を低く抑え
られるという仮設は立証されたと考えられる。
Ⅵ．結論および今後の課題
　介護職員の離職を防ぐことにつながる「労
働条件以外の要因」である、「利用者利益」
を生み出すためには、重要な役割を果たすも
のがあることが明らかになった。
　それは、目標管理とリーダーシップである。
つまり、施設が求める人材像への理解を深め
る為MBOの目標管理の一連を活用しながら、
チームが目標達成に向かって何かに取り組む
ことが重要である。その際に役職職員等は、
自分が置かれている立場や自分が担うべき役
101高齢者福祉施設における組織マネジメントと人材育成との関連に関する研究──「おむつゼロ」を達成した施設における取り組みを通して──
割を理解することが求められ、チーム内でバ
ランス良く各々のリーダーシップを発揮し、
また、フォロワーシップとの対応関係の中で
リーダーシップ機能が発揮されることが組織
として求められることが示唆された。
　以上、目標管理やリーダーシップの働きか
けにより、職員は肯定的な「上司との関係」
や「監督技術」等の「衛生要因」を与えられ、
不満を抑えられていると考えられた。さらに、
現場職員は責任感や達成感を持つことで、「責
任」、「達成」、「承認」、「仕事そのもの」等の「動
機づけ要因」を与えられ、積極的な満足を職
員に与えていると捉えられた。
　以上により、介護職の本来的なミッション
である利用者利益を生み出す等の自己実現を
果たすことで、職員の中に「今の施設に働き
続けたい」という想いを作り、それが結果的
に、組織の業績にも反映され、職員の離職を
食い止める要因にもつながると示唆された。
　なお、本研究では、信頼を寄せる仲間の存
在や良好な人間関係が存在することで、目標
管理やリーダーシップが機能的に展開され、
チームの一体感を保つことを可能にし、目標
が達成されたと推察された。このことからも、
組織は職場という環境において、良好な人間
関係を築く観点は欠くことはできず、切磋琢
磨することができ、仲間に信頼を寄せられる
確固たる人間関係を構築していくことも組織
に求められる重要な役割と示唆された。
　これらのことを踏まえて、組織は、介護職
員の本来的なミッションである利用者利益を
生み出すことを施設内の人材育成方策として
位置づけつつ、組織的・体系的に取り組む
ことができるよう組織論への理解を深めるこ
とや目標の達成までのシナリオを描き、目標
管理やリーダーシップ等に基づく各要素やそ
れを担う職員の配置等を総合的に組み立て、
チームを組織化していくことが求められるだ
ろう。そして、これらのことを通して、職員
は自己評価を促され、動機づけを図られるこ
と、不満が抑えられること、さらには職員の
自己実現を目指すことを可能にするものと予
測される。最終的に組織は、組織が求めてい
る価値や方針等を理解、または共有すること
ができる職員を育てることを可能にし、組織
の業績向上へと結びつけていくことが期待で
きる。
　今後の研究課題として、実際に良質な介護
職員の育成や職場定着が果たされていない施
設や様々な福祉サービス提供組織全体を組織
として捉え、そこから及ぼされる影響や問題
から、離職を防ぐことにつながる人材方策を
検討していくことも今後の課題だと考える。
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